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愛媛県 ICT-BCP の策定ポイント 

 

１ 策定の必要性 

行政機関における高度情報化の進展に伴い、あらゆる業務処理が情報通信システあらゆる業務処理が情報通信システあらゆる業務処理が情報通信システあらゆる業務処理が情報通信システ

ムなしには成り立たなくなっているムなしには成り立たなくなっているムなしには成り立たなくなっているムなしには成り立たなくなっているため、情報通信システム(ICT 分野)の業務継続

計画（ICT-BCP）は、非常時の業務継続に必要不可欠である。 

 

２ 策定の枠組み・スケジュール 

本庁本庁本庁本庁････地方局地方局地方局地方局 BCPBCPBCPBCP の追加計画の追加計画の追加計画の追加計画としての「愛媛県愛媛県愛媛県愛媛県 ICTICTICTICT----BCPBCPBCPBCP」を策定 

＜高度情報化推進本部で決定する全庁共通方針＞                    （平成（平成（平成（平成 25252525 年度中）年度中）年度中）年度中） 

↓↓↓↓                                             

各所管課が各所管課が各所管課が各所管課が「各部局災害時行動計画」に「各部局災害時行動計画」に「各部局災害時行動計画」に「各部局災害時行動計画」に ICT 分野特有の詳細かつ具体的な資料資料資料資料

を追加し発展を追加し発展を追加し発展を追加し発展させ、各情報通信システム各情報通信システム各情報通信システム各情報通信システムのののの詳細な個別個別個別個別行動行動行動行動マニュアルマニュアルマニュアルマニュアルを強化 

（例）（例）（例）（例）                                                                                                        （平成（平成（平成（平成 26262626 年度中年度中年度中年度中））））    

・現状のシステム構成や設置環境の弱点分析・現状のシステム構成や設置環境の弱点分析・現状のシステム構成や設置環境の弱点分析・現状のシステム構成や設置環境の弱点分析    

    → システム構成や設置環境の補強を検討する。 

・・・・弱点に対する弱点に対する弱点に対する弱点に対するシステム構成や設置環境のシステム構成や設置環境のシステム構成や設置環境のシステム構成や設置環境の見直し見直し見直し見直し    

    → システム更新時などに併せて確実に弱点を解消・補強する。 

・被・被・被・被害害害害状況チェック状況チェック状況チェック状況チェック表表表表    

    → システムの外見的な被災状況や動作状況の確認作業を迅速化する。 

・復旧作業の初動業務フローの各作業項目の具体化・復旧作業の初動業務フローの各作業項目の具体化・復旧作業の初動業務フローの各作業項目の具体化・復旧作業の初動業務フローの各作業項目の具体化    

  → 作業内容を具体化することで、作業の実効性を確保する。 

    

３ 想定する危機事象の選定 

  想定する危機事象は本庁 BCP 及び地方局 BCP のとおり。（南海トラフを震源とす

る地震）。ただし、想定する地震規模、庁舎等の被害想定への影響は、本庁 BCP 及

び地方局BCPの策定以後に発表されている最新の愛媛県地震被害想定調査の結果も

踏まえる。 

 

４ 愛媛県 ICT-BCP の基本方針 

＜基本方針１＞  

各情報通信システムは、「非常時優先業務を効率的に実施するために必要

不可欠な業務基盤である。」との認識のもと、各情報通信システムにおいて

必要となる対策を施す。 

＜基本方針２＞ 

可能な限り被災による情報通信システムの停止を回避する。 

＜基本方針３＞ 

被災により情報通信システムが停止した場合においても、速やかに復旧

し業務再開できるよう、初動対応の具体的手順を確立しておく。 
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５ 対象組織 

愛媛県 ICT-BCP の対象組織は、庁舎単位ではなく、愛媛県の知事部局、議会事務

局、行政委員会の事務局、公営企業管理局及び教育委員会を含めた県全体の組織を

対象とする。ただし、警察本部を除く。 

ICT の利活用のされ方とシステム停止等の影響範囲が庁舎単位で区分・限定

される性質のものではないことや、本庁・地方局以外の庁舎限りの情報通信シ

ステムであっても県の責務を果たすうえでシステム停止等が許容されないもの

もあることを踏まえ、全庁共通の計画とする必要があることから、本庁のほか、

地方局・支局、地方機関（知事部局の各地方機関、県立病院、県立学校等を含

む。）を含むものとする。 

なお、警察本部については、警察庁を主導とする独自の業務継続計画がある

ため、ICT 分野に係る業務継続計画についても警察本部において別途計画を定

める。 

 

６ 対象とする情報通信システムの選定基準 

本庁 BCP及び地方局 BCPにおける非常時優先業務の選定基準及び選定方法の考え

方を踏まえ、対象とする情報通信システムの選定基準を次のとおり定める。 

＜基準１＞ 

本庁 BCP 及び地方局 BCP において、システム運営業務が非常時優先業務と

して選定されている情報通信システム 

＜基準２＞ 

本庁 BCP 及び地方局 BCP において、非常時優先業務を遂行するために必要

とする資源であるとして選定され又はそれに関係している情報通信システム 

＜基準３＞ 

本庁及び地方局以外の庁舎の情報通信システムについて、本庁 BCP 又は地

方局 BCP の非常時優先業務の選定基準及び選定方法に照らして該当する情報

通信システム 

 

（参考）本庁 BCP 及び地方局 BCP における非常時優先業務の選定基準 

＜選定基準＞ 

地震発生後に県が実施しなければならない応急業務に加え、発災時において

も継続の必要性が高い通常業務 

＜選定方法＞ 

県庁全体の業務の中から地震発生からの経過時間ごとに業務の中断や業務

開始の遅延が、県民の生命、身体、財産の保護等に及ぼす影響度の評価を行い、

発災後、15 日以内に着手する必要があり、かつ目標状況に到達しない場合に社

会的影響が発生する業務 

 

７ 対象の情報通信システム 

別表のとおり 



（参考）   業務継続計画導入後のイメージ 

 

 

非常時優先業務の範囲 

 

 

各計画等と愛媛県 ICT-BCP の位置づけ 

 

 

各地方局・支局庁舎 

 

地域防災計画地域防災計画地域防災計画地域防災計画    

本庁本庁本庁本庁 BCPBCPBCPBCP    地方局地方局地方局地方局 BCPBCPBCPBCP    

各部局災害時行動計画各部局災害時行動計画各部局災害時行動計画各部局災害時行動計画    

各部局業務に応じた部局ごとの具体的な計画 

国 ICT-BCP 

ガイドライン 

 

国 ICT-BCP 

サンプル 

準拠 

ICT 分野の視点 

その他庁舎※ 

本庁舎 

愛媛県愛媛県愛媛県愛媛県 ICTICTICTICT----BCPBCPBCPBCP    

ICTICTICTICT 分野の視点からのシステムごとの具体的な計画分野の視点からのシステムごとの具体的な計画分野の視点からのシステムごとの具体的な計画分野の視点からのシステムごとの具体的な計画    

※その他庁舎には、知事部局の各地方機関、

県立病院、県立学校等を含む。 
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